







タは 2008 年 4 月から 6 月期連結決算が北米
不振や原材料価格高騰の影響を受け､ 営業利
益は 4,125 億円と前年同期比で 2,629 億円減
少となるなど 4半期決算を公表して以来初の




に対してまだ 3 割の期間従業員がおり1)､ そ
の存在を無視することはできない｡
ところで､ トヨタは 1992 年 12 月に期間従
業員の採用を中止し､ 期間従業員 1994 年に
は期間従業員は不在となったが､ 1996 年､
再び､ 期間従業員の採用をはじめている｡ 山
本郁朗氏によると､ トヨタでは 1990 年後半
には非典型労働者比率 (非典型労働者数／正
規従業員＋非典型労働者×100) は 10～15％
に上昇し､ 2000 年以降､ 非典型労働者2)の増
加がさらに顕著になったことを明らかにして
いる3)｡ そして､ ｢グループ他社の雇用動向も






この調査結果をみると､ ｢5000 人超｣ とい
う大企業において､ 非典型比率は ｢20～30％｣
となっている｡ 山本氏は､ ｢非典型労働力の
雇用形態は A社 (トヨタ－筆者注) を含む
一部トップ企業が期間工を採用しているのを




















20%未満 0社 3社 4社 7社
20～30%未満 7 4 5 16
30～40%未満 0 5 4 9
40～50%未満 0 2 4 6
50%以上 0 1 5 6
小 計 7 15 22 44
(注) 企業アンケート調査から作成｡
(出所) 中部産業・労働政策研究会 『労働力多様化


























期間従業員とは､ 4 カ月間から最長 2年 11
カ月の間､ トヨタの工場において自動車生産
のラインで働く従業員のことで､ 応募資格は




ば最長 2 年 11 カ月まで就労が可能となって
いる｡ これは､ あくまでも期間延長であり､
雇用契約時において､ 例えば 1年とか 2年な
どを契約することはできない｡ 雇用契約の原





















る｡ それは､ 表 2－2 にある機械設備を扱っ









間従業員は 1990 年 2,100 名 (比率 4.71％)
であったものが､ 1997 年には 3,100 名とな
り比率は 6.75％となっている｡
山本郁朗氏によると､ 期間従業員はその後
も増加し､ 2001 年 4,610 名､ 2002 年 6,650
名､ 2003 年 7,710 名､ 2004 年 9,520 名とな
り､ 2004 年における期間従業員の比率を 25
％としている10)｡
2004 年の状況をもう少し詳しくみると､
図 1 のとおりである｡ 図 1 は､ 2003 年 11 月
から 2004 年 9 月までの直接生産現場 (区分
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A) の全労働者に占める受援率をみたもので
ある (10 月は計画である)｡ この受援率は､
製造部門における他の部門からの応援や社外
の労働者の受入などと期間従業員の比率を示
したものである｡ 9 月の受援率は 37.6％であ
る｡
図 1では､ 労働者の人数が不明であるが､















(注) 表 2－1 に同じ｡
表 2－1 愛知県内トヨタの組み立て工場
工場名 所在地 年生産能力 (台) 従業員数 (人) 備 考
元町工場 豊田市 160,000 6,360
高岡工場 豊田市 660,000 4,860
堤 工場 豊田市 450,000 4,904
田原工場 田原市 500,000 6,890 別にエンジン生産 15 万基
合 計 1,770,000 23,014
(出所) 伊藤欽次 『トヨタの品格』 洋泉社､ 2007 年､ 20 ページによる｡
(注) 所在地については､ すべて愛知県内である｡
表 3 期間従業員数の推移
技能職数 期間従業員数 期間従業員の比率 (％)
1990 年 42,500 2,100 4.71
1991 年 43,500 2,300 5.02
1992 年 44,400 1,500 3.27
1993 年 44,000 20 0.05
1994 年 43,500 0 0.00
1995 年 43,000 20 0.05
1996 年 42,500 2,600 5.76
1997 年 42,800 3,100 6.75
(出所) 中部産業・労働政策研究会 『労働力多様化の中での新しい働き方』､










である｡ この職場のある課の総数は 213 名で
あり､ 製造部門の人員は 163 名で､ 受援率は
33.7％である｡ 55 名が非正規労働者となる｡
表 4のとおり､ ｢白直｣ (連続 2交代の内の
1 直) での受援率は 43.5％､ ｢黄直｣ (連続 2





(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会資料』､ 2004 年 9 月 27 日｡
表 5 非正規労働者の状況
名前 年齢 勤続年数 職層 備 考
M 51 10 年 シニア 期間工を 10 年､ 他工場も色々といっている｡
N 48 9 カ月
O 44 5 カ月
P 38 3 カ月 EP応援 EX (本社工場)
Q 36 1 年 6 カ月 シニア
R 36 8 カ月 登用試験 1回受験したが不合格
S 34 6 カ月
T 32 1 年 5 カ月 シニア
U 30 10 カ月
V 29 2 年 10 カ月 シニア
W 22 6 カ月
S 21 3 カ月 派遣
Y 19 11 カ月 登用試験 1回受験したが不合格
(出所) 表 4に同じ｡
(注) ｢ヶ月｣ を ｢カ月｣ に変更した｡
表 4 職場の人員構成
白 直 黄 直
総 員 23 人 25 人
在 籍 13 人 12 人
応 援 10 人 13 人 (内 EP1 人)
受援率 43.50％ 52.00％







が延長されている ｢シニア期間従業員｣ も 4
名いる｡ また､ 期間従業員の年齢も 40 歳代､
50 歳代もいることも注目されよう｡
この職場では期間従業員では 20 歳代前半
















方』 が変化しています｣13) とし､ ｢バブル期














めに ｢迅速な生産品目の切替｣ や ｢柔軟な生
産体制の構築｣ が必要であるとしている16)｡
さらに ｢技術革新への対応｣ や ｢積極的な
海外支援｣ も技能系職場の課題であるとして
いる17)｡
また､ ｢人事上の課題｣ として ｢高齢高資
格化の進展｣ や ｢少子化｣､ ｢高資格者の高い
賃金水準｣ を挙げ､ こうした職場の課題や人
事上の課題がある中で､ ｢目指す技能系職場
の姿｣ として､ ｢従業員の少数精鋭化｣ を打
ち出し､ そのためには ｢技能員領域の拡大｣
を図り ｢業務の付加価値の拡大｣ が求められ























(出所) 中部産業・労働政策研究会 『労働力多様化の中での新しい働き方』､ 2004 年 7 ページから作成した｡
下方弾力性を確保すること｡ 海外への生産シ





























2004 年 65,346 8,147 11.09
2005 年 64,237 16,913 20.84
2006 年 65,798 19,164 22.56
2007 年 67,650 18,154 21.16
(出所) 各年 『有価証券報告書』 より作成した｡
(注) 2004 年以前の 『有価証券報告書』 には非正規労働者数が記載されていな
いため､ 推移をみることはできない｡
図 3 生産変動と要員調整
(出所) トヨタ自動車人事部人事室 『応援マニュアル』､ 2004 年､ 6 ページ｡



























































表 7 シニア期間従業員の ｢期待する働き方｣
▼契約 2年目の方には､ 1 年目の時点よりも一段高いレベルで活躍頂くことを期待しております｡























ア期間従業員』 とする｣､ ｢『Sr』 ワッペンを
貼付した帽子を配付｣ を実施したのである26)｡
そしてトヨタは､ シニア期間従業員に対し
て､ 表 7のような ｢期待する働き方｣ を示し
ている｡















ジ (http://www.t-kikan.jp) をみると､ 北
海道から沖縄まで職業安定所などを会場にし






業紹介状況 (平成 20 年 1 月分)｣ をみると､
｢北海道｣ は 2007年において有効求人倍率は､
すべての月において 0.6 を下回っており､
｢東北｣ は 2007 年 1 月を除き有効求人倍率は
0.8 を下回っている｡




エリア 都 道 府 県 選考会・会場数
北海道 北海道 15
東北 青森､ 岩手､ 宮城､ 秋田､ 山形､ 福島 31
北陸甲信越 新潟､ 富山､ 石川､ 福井､ 山梨､ 長野 20
関東 茨城､ 栃木､ 群馬､ 埼玉､ 千葉､ 東京､ 神奈川 23
東海 岐阜､ 静岡､ 愛知､ 三重 23
関西 滋賀､ 京都､ 大阪､ 兵庫､ 奈良､ 和歌山 18
中国・四国 鳥取､ 島根､ 岡山､ 広島､ 山口､ 徳島､ 香川､ 愛媛､ 高知 36
九州 福岡､ 佐賀､ 長崎､ 熊本､ 大分､ 宮城､ 鹿児島､ 沖縄 48
合 計 214
(出所) トヨタ自動車 ｢期間従業員のご案内｣ (http://www.t-kikan.jp) から作成した (2008 年 3
月 3 日アクセス)｡




数をみたものである｡ 2008 年 3 月 3 日から 3
月 18 日の間に､ 選考会開催の延べ回数は全
国で 795 回にものぼる｡ 選考会は全国におい
て､ 1 日に平均､ 53 回行われた計算となる｡







































るが､ 伊原氏は､ 別のところで ｢面接官は､
応募者の資質として､ 一つだけ気にしている









エリア 都 道 府 県 選考会延べ回数
北海道 北海道 66
東北 青森､ 岩手､ 宮城､ 秋田､ 山形､ 福島 89
北陸甲信越 新潟､ 富山､ 石川､ 福井､ 山梨､ 長野 53
関東 茨城､ 栃木､ 群馬､ 埼玉､ 千葉､ 東京､ 神奈川 112
東海 岐阜､ 静岡､ 愛知､ 三重 136
関西 滋賀､ 京都､ 大阪､ 兵庫､ 奈良､ 和歌山 83
中国・四国 鳥取､ 島根､ 岡山､ 広島､ 山口､ 徳島､ 香川､ 愛媛､ 高知 90
九州 福岡､ 佐賀､ 長崎､ 熊本､ 大分､ 宮城､ 鹿児島､ 沖縄 166
合 計 795
(出所) 表 8に同じ｡










される｡ 身長､ 体重､ 体脂肪率､ 視力､ 聴力､
握力､ 背筋力､ レントゲン撮影､ 尿検査､ 血
液検査､ 心電図､ 問診､ 指の動き､ バランス
感覚､ 足の裏まで調べ上げられる｡ それぞれ
の項目で 『規定値』 から外れた者は､ 正式の
入社を許可されない｡ 導入研修に参加した同
期 (300 人弱) のうちの約 1 割が､ 工場に足
を踏み入れる前に地元に帰された｡｣31)
伊原氏の ｢同期｣ が､ どのような年齢構成

















A・B・C の 3 段階評価で､ 結果は人事が保











い｡ 労働時間は､ 表 10 のとおりである｡
労働時間は､ ｢連続 2交替｣､ ｢連続 3交替｣､
｢常昼勤務｣ の 3 本立てとなっている｡ しか
し､ 期間従業員の基本的な労働時間は､ 連続
2 交替である｡ 連続 2 交替の 1 日における労
働時間は 7 時間 35 分であり､ ｢1 直｣ と ｢2










1直 6時 25 分～ 15 時 05 分 7 時間 35 分
2 直 15 時 45 分～ 0時 25 分 7 時間 35 分
連続 3交替
6時 25 分～ 15 時 05 分 7 時間 50 分
13 時 55 分～ 22 時 35 分 7 時間 50 分
22 時 10 分～ 6時 50 分 7 時間 50 分
常昼勤務 7時 55 分～ 16 時 50 分 7 時間 50 分
(注) http://www.t-kikan.jp (2008 年 3 月 3 日アクセス) より作成した｡
時間に 2回の休憩タイム｡ カラダに無理なく
作業｣37)､ ｢週末にはたっぷり自分の時間を楽




















欠勤､ 遅刻､ 生理休暇､ 休日出勤日は支給の
対象外となっている｡
表 11 は､ 在職 1 年目における満了慰労金





合は支払われない)｡ 欠勤､ 遅刻､ 早退のな
い月のみ､ 1 日当たり 1,000 円を当月の出勤
日数分が支払われる｡
また､ 2 年および 3 年契約へ延長した労働
者へは 1年毎に支払われる｡
なお､ 満了報奨金も､ 生理休暇､ 休日労働
日は支払いの対象外となっている｡
③ 食事補助




















契約期間 日あたり支給額 (円) 支給額の主な目安 (円)
4 カ月 700 84 日で､ 58,800
5 カ月 1,000 105 日で､ 105,000
6 カ月 1,500 126 日で､ 189,000
9 カ月 1,800 189 日で､ 340,200
10 カ月 1,900 210 日で､ 399,000
11 カ月 2,000 231 日で､ 462,000
12 カ月 2,000 2244 日で､ 488,000















了し､ かつ､ 欠勤､ 遅刻､ 早退のない期間従
業員にだけ支給される手当 (1000 円／日)
である｡ 気をつけなければならないのは､ た
とえ期間満了者でも､ 欠勤､ 遅刻､ 早退をし
た従業員には､ その日の報奨金だけでなく､
その月の報奨金が全く支払われない点である｡
つまり､ 1 日でも欠勤､ 遅刻､ 早退があった
場合には､ およそ 2万円の報奨金を失うわけ
である｡ この制度は期間従業員にとって大変











トヨタは､ 就労 1年目から 3年目までの月
収モデルを設けて説明している｡ このモデル
の基準となる 1カ月の労働は､ 21 日勤務､ 2
交替制､ 残業 20 時間である｡ そのため､ 全
てのモデルに対して､ 基準外賃金として深夜





表 12 は､ 1 年目の場合である｡ モデルで
は､ 就労回数を初回から 3回までを挙げて､
月例を示している｡ 日給は､ それぞれ 9,000
円､ 9,500 円､ 9,800 円と回数が増えると賃
金が引き上げられている｡ そして､ 月収例は､
254,430 円､ 268,570 円､ 277,040 円となって
中京企業研究48
表 12 1 年目の月収例
日給 (円)
月収例 (円)
基本給 深夜手当 時間帯手当 残業手当 合計
初回 9,000 189,000 11,580 22,980 30,870 254,430
2 回目 9,500 199,500 12,220 24,260 32,590 268,570
3 回目以上 9,800 205,800 12,610 25,020 33,610 277,040
(出所) 表 10 に同じ｡
表 13 2 年目・3年目の月収例
日給 (円)
月収例 (円)
基本給 深夜手当 時間帯手当 残業手当 合計
2年目 10,000 210,000 12,860 25,530 34,300 282,690
3 年目 10,300 216,300 13,250 26,300 35,530 291,380
(出所) 表 10 に同じ｡
いる｡
 2 年目と 3年目
表 13 は､ 就労 2 年目と 3 年目の場合であ
る｡ 日給は､ 2 年目が 10,000 円､ 3 年目が






初回 4カ月から 6カ月となっており､ その後




1) 1 年目の期間従業員の就労回数 1 回目
から 3 回目が､ 1 年まで雇用期間が延
長されたとする (年間労働日 244 日)｡
2) 2 年目まで雇用期間が延長されたとす




なお､ 3 年目は 11 カ月しか在職できない
ため､ 初回と 3年目のモデルを使っての年収
の計算は困難なため､ ここでは対象としない｡
表 15 は､ モデルにあった月収から年額を
計算し､ それぞれの手当を加え年収を計算し
たものである｡ 1 年目の初回の年収は 400 万
円を超えていないが､ 1 年目と 2 回目で 400





















③ 本人の意志……1と 2の条件を満たした上で､ 本人の希望があれば期間延長となります
(出所) 表 10 に同じ｡
表 15 年収




初回 254,430 488,000 244,000 20,000 30,000 0 100,000 3,935,160
2 回目 268,570 488,000 244,000 20,000 30,000 20,000 100,000 4,124,840
3 回目以上 277,040 488,000 244,000 20,000 30,000 20,000 100,000 4,226,480
2 年目 282,690 488,800 244,000 0 0 0 100,000 4,225,080
(注) 年額は ｢月額×12｣ に各手当を加えた｡
(円)
はないが､ ちなみに輸送用機械器具製造業の
平均年齢は､ 全国平均 40.4 歳､ ｢1,000 人以
上｣ 40.0 歳､ 愛知県平均 39.0 歳､ ｢1,000 人
以上｣ 39.0 歳であり､ 平均勤続年数は全国平
均 16.0 年､ ｢1,000 人以上｣ 18.3 年､ 愛知県
平均 16.1 年､ ｢1,000 人以上｣ 17.0 年である｡
表 16 から期間従業員の賃金水準は､ 全国
平均と比較すると 3 年目で 73.82 と 70％を









ほぼ 65 から 70 となっており､ ｢1,000 人｣
以上の企業規模との比較では､ ほぼ 60 程度
となっている｡
愛知県との比較では､ 全体平均では 60 を
超えるが､ ｢1,000 人｣ 以上の企業規模と比
較すると､ 60 を下回っている｡ 特に､ 1 年目






平均賃金 (円) 指数 1 指数 2
初回 254,430 64.46 59.06
1 年目 2回目 268,570 68.04 62.34
期間従業員 3回目以上 277,040 70.19 64.31
2 年目 282,690 71.62 65.62
3 年目 291,380 73.82 67.64
輸送用機械器具製造業 394,700 100.00 －
輸送用機械器具製造業 (1,000 人以上) 430,800 － 100.00
(出所) 1. 全国と愛知県の平均は､ 厚生労働省統計情報部編 『賃金センサス 平成 17 年賃
金構造基本統計調査』､ 2006 年による｡
2. 期間従業員の平均月収は､ 表 12 と表 13 による｡
(注) 指数 1 は､ ｢輸送用機械器具製造業｣ を 100 とし計算したものであり､ 指数 2 は ｢輸
送用機械製造業 (1,000 人) 以上｣ を 100 として計算したものである｡
表 16－2 愛知県平均と期間従業員の平均賃金比較
平均賃金 (円) 指数 1 指数 2
初回 254,430 59.21 57.49
1 年目 2回目 268,570 62.50 60.68
期間従業員 3回目以上 277,040 64.47 62.59
2 年目 282,690 65.79 63.87
3 年目 291,380 67.81 65.83
輸送用機械器具製造業 429,700 100.00 －
輸送用機械器具製造業 (1,000 人以上) 442,600 － 100.00
(出所) 表 16－1 に同じ｡


















表 19 は､ 期間従業員の日給である｡ 各企
業によって日給の取り扱いが異なっているが､
アイシンを除き､ 日給は最低 9,000 円で最高




当がある｡ トヨタ､ デンソー､ 豊田自動織機





平均賃金 (円) 指数 1 指数 2
初回 3,935,160 64.74 57.56
期間従業員
1年目 2回目 4,124,840 67.86 60.34
3 回目以上 4,226,480 69.54 61.82
2 年目 4,225,080 69.51 61.80
輸送用機械器具製造業 6,078,200 100.00 －
輸送用機械器具製造業 (1,000 人以上) 6,836,400 － 100.00
(出所) 1. 輸送用機械器具製造業の平均年収は､ 以下のように算出した｡
① 表 13 の ｢平均賃金｣×12｡
② 厚生労働省統計情報部編 『賃金センサス 平成 17 年賃金構造基本統計調査』
(2006 年) にある ｢年間所与・その他特別賃金｣ を①に加えた｡
2. 期間従業員の年収は､ 表 15 による｡
(注) 指数 1 は､ ｢輸送用期間器具製造業｣ を 100 とし計算したものであり､ 指数 2 は輸送
用機械製造業 (1,000 人) 以上を 100 として計算したものである｡
表 17－2 愛知県平均と期間従業員の年収比較 (男性労働者)
平均賃金 (円) 指数 1 指数 2
初回 3,935,160 57.72 55.02
期間従業員
1年目 2回目 4,124,840 60.50 57.68
3 回目以上 4,226,480 61.99 59.10
2 年目 4,225,080 61.97 59.08
輸送用機械器具製造業 6,817,500 100.00 －
輸送用機械器具製造業 (1,000 人以上) 7,151,600 － 100.00
(出所) 表 17－1 に同じ｡






金であり､ 6 カ月までは 1 日 1,000 円､ 6 カ
月を超えると 1日 2,500 円となる｡
豊田自動織機の満了慰労金は､ 100 日以前
が 1 日 500 円から 900 円であり､ 100 日を超
えると 1日 1,500 円となる｡ 満了報奨金はト
ヨタやデンソーと異なり､ 月額で定められて
いる｡ 豊田自動織機も､ 入社手当である｡
なお､ アイシンには表 20 にあるような手













労働者は､ 平均年齢 37.7 才､ 平均勤続年数
は 17.3 年である｡
表 22 は､ 正規労働者の平均賃金と期間従
業員の月収を比較したものである｡ 正規労働






トヨタ 67,650 18,154 21.16
デンソー 34,090 6,758 16.54
アイシン 11,279 4,006 26.21
豊田自動織機 11,075 3,744 25.26






9,000 9,500 9,800 10,000 10,300
デンソー




豊田自動織機 9,000～10,300 (注) 経験 1回につき､ 300 円増
(出所) 1. トヨタは ｢期間従業員のご案内｣ (www.t-kikan.jp. 2006 年 2 月 13 日アクセス) より作成した｡
2. デンソーは 2006 年 2 月 12 日 『中日新聞』 織り込みチラシ ｢期間従業員 (通勤者) 募集｣ とデン
ソー人事部採用室への聞き取りより作成した｡
3. アイシンはダイユーシャ 『求人ニュース (C地区版甲)』 2006 年 2 月 19 日から作成した｡
4. 豊田自動織機は 2006 年 2 月 19 日 『中日新聞』 と豊田自動織機グローバル人事部人材開発室への
聞き取りにより作成した｡
(円)
57.57 から 65.93 である｡
表 23 は､ 正規労働者の平均年収と期間従
業員の年収との比較である｡ 正規労働者を
100 とすると､ 期間従業員の年収は､ 50.82






日給 満了慰労金 満了報奨金 食事補助 赴任・入社手当 在職手当 生産協力金 合計
トヨタ 189,000 183,000 122,000 20,000 30,000 50,000 1,539,000
デンソー 189,000 183,000 122,000 30,000 50,000 1,519,000
アイシン 229,971 60,000 1,439,826
豊田自動織機 189,000 183,000 120,000 20,000 30,000 50,000 1,537,000
(出所) 表 19 に同じ｡
(注) 1. トヨタ､ デンソー､ 豊田自動織機は勤務日を 21 日として作成した｡







トヨタ 700～2,000 1,000 － 20,000
デンソー 700～2,000 1,000・2,000 － －
豊田自動織機 500.900・1,500 － 20,000 20,000
赴任手当 経験手当 6カ月在職手当 特別手当
トヨタ 30,000 20,000 50,000 －
デンソー 30,000 － 50,000 －
豊田自動織機 30,000 20,000 － 50,000
(出所) 表 19 に同じ｡
(円)
表 22 平均賃金比較
平 均 賃 金
基準内 (円) 基準外 (円) 合計 (円) 指数
正規労働者 351,088 90,850 441,938 100.00
1 年目
初回 189,000 65,430 254,430 57.57
2 回目 199,500 69,070 268,570 60.77
3 回目以上 205,800 71,240 277,040 62.69
2 年目 210,000 72,690 282,690 63.97
3 年目 216,300 75,080 291,380 65.93
(出所) 1. 正規労働者の賃金は､ 全日本金属産業労働組合協議会 『賃金・処遇制度調査』､
2005 年による｡








歳であるが､ 期間従業員の場合､ 例えば 30
歳と 50 歳でも在職の条件が同じであれば､
賃金は同じである｡
そこで､ 表 12 と表 13 にある期間従業員の




の初任給は､ 162,000 円である43)｡ この金額
からすると期間従業員の基準内賃金は､ 高く
なっている｡ しかし ｢モデル賃金｣ をみると､






20 歳で 3,291,300 円､ 25 歳で 4,237,200 円で








2007 年 10 月 14 日､ トヨタ自動車労働組
合は定期大会を開催し､ 期間従業員の組合員
化を図る運動方針を決めた｡ そして､ 同年


























2 回目 4,124,840 53.27
3 回目以上 4,226,480 54.58
2 年目 4,225,080 54.56
(出所) 1. 正規労働者の年収は､ 全日本金属産業労働組合協議
会 『2005 年度 IMF-JC加盟各組合賃金諸条件一覧』
第 1巻､ 2005 年から作成した｡







1996 年と 2008 年の賃金を比較して､ この点
を検討することにしたい｡
1 . 1996 年と 2008 年の賃金比較
 日給
表 24 は､ 日給を比較したものである｡
1996 年当時､ 今日のように 2 年目と 3 年目
の雇用期間はないので､ この点の比較はでき
ないが､ 1 年目については可能である｡
表 24 をみると､ 日給は初回では 1996 年と
2008 年は同額であり､ 日給は増額されてい
ない｡ 2 年目と 3 年目はそれぞれわずかに
500 円と 200 円が増額されただけである｡ 12
年の間にわずか､ 多くても 500 円しか増額さ
れていないのである｡
 各種手当




食事手当は､ ｢入社 5 日後食券を支給｣47) と




年と 2008 年は同じ金額であり､ こうした手
当は全く増額されていないことがわかる｡
 満了慰労金
表 26 は､ 満了慰労金の比較である｡ 1996
期間従業員の賃金 55
表 24 日給の比較
日給 (円 ) 2008 年の
増加額 (円)
2008 年の
増加率 (％)1996 年 2008 年
1 年目
初回 9,000 9,000 0 0
2 回目 9,000 9,500 500 5.56
3 回目以上 9,600 9,800 200 2.08
2 年目 － 10,000 － －
3年目 － 10,300 － －
(出所) 1. 2008 年の日給は､ 表 12 と表 13 による｡
2. 1996 年の日給は､ 大野威 『リーン生産方式の労働』 お茶の水書房､ 2003 年､ 101
ページによる｡
表 25 手当の比較




(出所) 表 24 に同じ｡
(円)
表 26 満了慰労金








4 カ月以上 700 4 カ月 700
5 カ月以上 1,000 5 カ月 1,000





(出所) 表 24 に同じ｡
年の時点では､ 期間従業員の雇用期間は今日
のように半年を超えて契約することができな
いため､ ｢6 カ月｣ までとなっている｡ こう
した雇用期間の違いから､ 満了慰労金を支払
う契約期間か異なっているが､ ｢4 カ月｣､ ｢5
カ月｣､ ｢6 カ月｣ の ｢日あたり支給額｣ をみ
ると､ 1996 年と 2008 年は同額であり､ 増額
されていない｡
 満了報奨金
また､ 満了報奨金であるが､ 1996 年にお
いては､ ｢満了時に一括支給､ 途中退社の場
合支給なし｣・｢欠勤､ 遅刻早退のない月のみ
月当たり 20,000 円を支給 (入社月､ 満了月
は日割り)｣48) とあるように､ 月額 20,000 円
となっている｡
2008 年は 1996 年と同じ条件で､ ｢1 日当た
り 1,000 円｣ が支払われる｡ ｢Ⅲ. 期間従業
員の賃金制度｣ のところで､ トヨタは 1カ月




トヨタは 1995 年から連続 2 交替を導入し
ているから､ 1996 年と 2008 年では 1 カ月の
労働日は同じ 21 日である｡ したがって､ 満
















表 27 期間従業員の賃金 (1998 年)
日給 基本月給 交代手当 深夜手当 残業手当 合計
初回 9,000 198,000 24,640 13,600 29,200 265,440
2 回目 9,300 204,600 25,520 15,400 30,200 275,720
3 回目 9,600 211,200 26,400 15,840 31,200 284,640
(出所) 福井浩一 『トヨタの秘密』 エール出版社 1999 年から作成した｡
(注) 1. 1 カ月の労働日数は 22 日である｡
2. 超過労働時間は 1カ月 20 時間である｡
3. 2 回目の日給は､ 大野威氏とは異なっている｡
(円)
表 28 1998 年の平均賃金比較
基準内(円) 基準外(円) 合計(円) 指数
正規労働者 341,638 86,985 428,623 100.00
初回 198,000 67,440 265,440 61.93
期間従業員 2回目 204,600 71,120 275,720 64.33
3 回目以上 211,200 73,440 284,640 66.41
(出所) 1. 正規労働者の賃金は､ 全日本金属産業労働組合協議会 『1998 年度 IMF-JC 加盟
各組合労働条件書条件一覧』 第 1巻から作成した｡




表 27 は､ 1998 年当時の期間従業員の賃金
である｡ そして､ 表 28 は､ 1998 年の正規労
働者と期間従業員の賃金を比較し､ 期間従業
員の賃金水準をみたものである｡ 正規労働者
の平均賃金は 428,623 円 (基準内 341,638 円､
基準外 86,985 円) である｡
表 28 をみると､ 期間従業員の賃金水準は
初回で 60 を超えており､ 3 回目では 66.41
となっている｡ 1998 年当時､ 期間従業員の
賃金水準は､ 正規労働者の 6割以上であった
ことがわかる｡
先の表 22 で 2005 年の正規労働者との賃金
比較を行ったが､ その表の指数と表 28 の指
数をまとめたものが､ 表 29 である｡









期間従業員の賃金を､ 1996 年と 2008 年と
比較して変化をみたが､ 賃金は手当を含めて
ほとんど増額されていない｡ 増額されたとし





































1998 年 2005 年 増減
初回 61.93 57.57 -4.36
2 回目 64.33 60.77 -3.56
3 回目以上 66.41 62.69 -3.72
(注) 正規労働者の平均賃金を 100.00 とする｡
表 30 正規労働者への登用数
期間工人数 正規社員登用人数 登用率 (％)
2004 年度 8,880 590 6.64
2005 年度 10,800 948 8.78
2006 年度 9,850 943 9.57
2007 年度 9,270 1,200 12.94










柱｣ にすえ､ また､ 労働力としての戦力化を
すすめてきた｡ しかしながら､ その賃金はト
ヨタの正規労働者の 20 歳から 25 歳の賃金水
準であった｡




























の影響力も大きいであろう｡ 2008 年 9 月 12










伊原亮司 『トヨタの労働現場』 桜井書店､ 2003 年
伊原亮司 ｢トヨタの労働現場の変容と現場管理の











1 ) 筆者は 2008 年 9 月 19 日にトヨタ自動車堤工
場を見学したが､ 筆者は工場見学の担当者に
期間従業員数を質問した｡ この数字は､ 担当
者の答えである｡ 2008 年 9 月末までの期間従
業員数は約 6,800 人である (『しんぶん赤旗』




3 ) 山本郁朗 ｢自動車メーカー現業部門における
非典型型労働力導入をめぐる問題点の所在｣
中部産業・労働政策研究会 『労働力多様化の





7 ) 本稿は 2008 年 3 月 22 日に開催された日本労
務学会中部部会での報告書を一部修正したも
のである｡
8 ) 期間従業員の労働については､ 伊原亮司 『ト
ヨタの労働現場』 桜井書店､ 2003 年､ 大野威
『リーン生産方式の労働』 御茶の水書房､ 2003
年を参考にした｡
9 ) http://www.t-kikan.jp (2008 年 3 月 3 日ア
クセス) による｡
10) 2007 年 3月 1日の 『日本経済新聞』 によると､
期間従業員の数は 9,900 名とされている｡
11) トヨタ自動車労働組合 『評議会資料』､ 2004
年 7 月 29 日による｡





議会資料』､ 2005 年 6 月 9 日) と述べている
ように､ 受援率はさらに高くなっている｡
13) トヨタ自動車人材開発部 『技能系新人事制度』､






19) 同上書､ 3 ページ｡
20) トヨタ自動車労働組合 『評議会資料』､ 2005
年 6 月 9 日｡




働社会学会 『労働社会学研究 6』 東信堂､
2005 年を参考にした｡
22) トヨタ自動車人事部人事室 『応援マニュアル』､










の新しい働き方』､ 2004 年や､ 伊原亮司 『ト
ヨタの労働現場』 桜井書店､ 2003 年の先行研
究によった｡
28) 伊原亮司 ｢トヨタの労働現場の変容と現場管
理の本質｣ 『現代思想』 vol. 35-8､ 2007 年､ 72
ページ｡
29) 山本郁朗､ 前掲書､ 9 ページ｡
30) 伊原亮司､ 前掲書､ 19 ページ｡
31) 伊原亮司､ 前掲論文､ 72 ページ｡
32) 1998 年 1 月から同年 7 月まで期間従業員とし
て働いた福井浩二氏によると､ 当時の健康診
断も ｢半日かけて身体検査があり､ 身長､ 体
重､ 血圧検査､ 尿検査､ 心電図､ レントゲン､
背筋力､ 視力､ 握力､ 色別能力などアルバイ
ト採用の検診とは思えない､ 精密検査のよう
な詳しい身体検査が行われます｣ (福井浩二
『トヨタの秘密』 エール出版社､ 1999 年､ 32－
33 ページ) と述べているように､ 以前からト
ヨタは期間従業員に対する健康診断は徹底し
ていたことがわかる｡
33) 採用された後｡ トヨタは､ 期間従業員に対し
て指導に対する慰労と意見聴取のために､ 懇
談会を実施している｡ その懇談会は ｢激励懇｣
(入社 2週間から 1カ月以内に実施)､ ｢中間懇｣
(入社 3カ月位)､ ｢満了懇｣ (期間満了直前)､
｢連休前懇｣ (長期連休前) であり､ 課長・CL
／該当 GL が参加して､ 課単位で昼休みに食
事をしながら実施している｡
34) 山本郁朗､ 前掲書､ 10 ページ｡







40) 伊原亮司 『トヨタの労働現場』 桜井書店､
2003 年､ 206－207 ページ｡
41) 同上書､ 207 ページ｡
42) 期間従業員の雇用期間の契約や雇用期間の延
長については､ 2008 年 3 月 3 日にトヨタ人事
部へ問い合わせて確認した｡
43) 全日本金属産業労働組合協議会 『2005 年度
IMF-JC 加盟組合労働諸条件一覧』 第 1 巻に
よる｡
44) 同上｡
45) 全日本金属産業労働組合協議会 『IMF-JC 加
盟組合労働諸条件一覧』 第 1巻の 2005 年度版
と 2006 年度版から計算した｡
46) 『週刊 東洋経済』､ 第 6122 号 (2008 年 1 月
26 日)､ 72 ページ｡
47) 大野威 『リーン生産方式の労働』 御茶の水の
水書房､ 2003 年､ 101 ページ｡
48) 同上｡
49) 『週刊 東洋経済』､ 前掲書､ 73 ページ｡
50) 『中日新聞』､ 2006 年 11 月 4 日｡
51) 『週刊 東洋経済』､ 前掲書､ 74 ページ｡
52) 2008 年 10 月 18 日､ トヨタ自動車労働組合は
定期大会を開催した｡ この大会で労働組合は
2009 年の ｢ゆめ W｣ において期間従業員の
労働条件改善の要求案を盛り込む ｢姿勢｣ を
示した｡ そして 2009 年 4 月までに勤続 1年以
上の期間従業員 2,500 人弱を組合員化するこ
とを決めた (『日本経済新聞』､ 2008 年 10 月
19 日)｡
53) 『中日新聞』､ 2008 年 9 月 13 日｡
中京企業研究60
